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第三者機関設立までの経緯
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平成18年11月の要請内容平成18年11月の要請内容

平成19年12月の総務大臣要請
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平成18年11月に総務大臣から携帯電話事業者等へ未成年者が使用する携帯電話における有害サイトア
クセス制限サービス（フィルタリングサービス）の普及促進を図るように要請され、取り組んできた。

新規契約者に
対する取組
新規契約者に
対する取組

既存契約者に対
する取組
既存契約者に対
する取組

取組の評価取組の評価

平成19年12月に総務大臣から携帯電話・ＰＨＳ事業者等に対し、青少年を有害情報から守るために、
フィルタリングサービスの導入促進に向けた取組を、健全なコンテンツビジネスの展開の妨げとならない
よう配慮しつつ、強化するよう再要請。

親権者への意思確認

メール・請求書同封物によ
る働きかけ

認知率に基づき自己評価

平成19年12月の要請内容平成19年12月の要請内容

事件に巻き込まれるケースが依然として多発

フィルタリングの利用を原則とした形での未
成年者の親権者の意思確認の実施

・すべての青少年（18歳未満）の既存契約者
に関し、フィルタリングの利用を原則とし
た形で意思確認を実施

・青少年（18歳未満）の使用者に関し、親権
者である既存契約者に対して、フィルタリ
ング利用の意思確認を実施

利用者数について、業界として定期的に公表

代理店等への指導の徹底/効果的な周知・啓発
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総務省 インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会（中間取りまとめ）
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①画一性 ②フィルタリング対象
の広範性

③利便性の阻害

フィルタリングの実効性に関する課題

小学校低学年から高校生、あるい
は大学生までの幅広い年齢層と
多様な価値観を持つ青少年に対
しても、現状においては、ホワイト
リスト方式、ブラックリスト方式の
二種類のサービスだけが提供さ
れている状況である。

ホワイトリスト方式においては携
帯電話事業者により「公式サイト」
として採用されたサイトのみがア
クセス可能であり、大多数の有害
でないサイトが排除されてしまうこ
ととなる。また、ブラックリスト方式
であっても指定されたカテゴリに
分類されたサイトは、有害でない
サイトも含めて、すべてフィルタリ
ングにかかりアクセスが制限され
ることとなる。

PCとは異なり大多数の個人が所
持している携帯電話は、青少年の
日常生活に不可欠となっており、
掲示板サイトを学校の部活動の
連絡のために利用するなど、その
利便性が大いに活かされている。
しかしながら、現在のフィルタリン
グを適用することによってこうした
利用ができなくなるなど、利便性
の阻害が懸念される。

課題解決のための短・中期的対応

画一性・非選択性

・アクセス制限したい情報の範囲
が選択できない
・閲覧が制限される情報の範囲が
広範

課題克服のために

①「カスタマイズ機能」等
⇒利用者が主体的に選択可能と
なる仕組み
②「民間の第三者機関」
⇒青少年保護に配慮したサイトを
認定する仕組み

多様性・選択性

・親権者の承認により青少年が利
用したいサイトを個別に選択可能
とするなどのサービスの提供
（カスタマイズ機能の提供）
・青少年保護に配慮したサイトに
はアクセス可能
（民間の第三者機関認定サイトの
アクセス制限解除）
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「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会」
（総務省）
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第三者機関に期待される役割
第三者機関の必要性

携帯電話のインターネット上に展開するモバイルコンテンツの急速な普及とともに、青少年保護の観点等から問題とな
る事象が出てきているのは事実である。モバイルコンテンツビジネスが、今後順調に発展していくためには、「利用者保
護」と「コンテンツビジネスの発展」を両立させる環境整備を図っていかなければならない。

青少年は、現在のモバイルコンテンツの発展を支えており、いわゆる「ケータイ文化」は着実に社会に根付いているが、
一方で、青少年にもたらす弊害もクローズアップされ、青少年による携帯電話のインターネット利用を規制すべきとの声
がある。モバイルコンテンツに限らず、コンテンツ事業者は一体として、青少年を有害情報から守るための社会的責任を
果たす努力が求められているが、特に、モバイルコンテンツビジネス関係者は携帯電話フィルタリングの導入促進を契機
に、青少年保護に関する業界の自主的取組を先導することが重要である。

その前提として、まずは、個々の事業者の青少年保護に対する取組の強化が必要である。例えば、アダルトコンテンツ
など、青少年の閲覧に不適切なコンテンツについて、ドメインやディレクトリを分けて提供する努力をすれば、より適切
な範囲のみにフィルタリングでアクセス制限できるようになる。また、サイトに掲載する広告についても青少年に不適切
なものにしないよう配慮することが必要である。

このような個別の努力を出発点として、さらに、業界の自主的取組を強化するために、コンテンツ事業者等が中心とな
り、独立した第三者的な立場の機関を設立し、その活動を積極的に支援することで、携帯電話事業者が担っているフィル
タリングサービスの責任を分担し、その改善を行うべきである。

この第三者機関は、インターネット上に流通するコンテンツの評価基準を策定し、認定を行うシステムとしての第三者
機関である。青少年保護のために一定の対応を講じているサイトを認定するための評価基準等を策定するとともに、この
基準に基づき、コンテンツ事業者等が申請したサイトを審査し、認定の可否を決定する。

これにより客観的な基準に基づく、コンテンツ事業者等の自主的取組を促進するとともに、この基準を充たしたサイト
についてフィルタリングによるアクセス制限を解除することで、利用者にとってより利便性のあるフィルタリングサービ
スを実現することが可能となる。

この第三者機関は、行政、コンテンツ事業者及び通信事業者からある程度独立していることが重要であり、それによっ
て客観的で公正な立場からサイト等の評価を行うことが担保される。特に、行政は「有害情報」の基準の策定や、個々の
サイトに関する評価については立ち入らないことが原則であるため、この第三者機関に関与すべきではない。

また、第三者機関は、一つに限られるものではなく、インターネット上のコンテンツの多様性を踏まえ、むしろ複数の
第三者機関が基準を提示することにより、様々な価値観を併存させることで、利用者の選択肢を増やすことにつながるこ
とが望ましい。
（インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会 中間取りまとめ ～携帯電話フィルタリングサービスの実効性ある普及を目指して～）

平成２０年４月
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平成20年4月の再度の総務大臣要請
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平成20年4月25日に再度の総務大臣要請と総務省「インターネット上の違法・有害
情報への対応に関する検討会」の中間とりまとめにおいてフィルタリングの改善方
針が示された。

フィルタリング改善方針
①原則適用：ブラックリスト方式（特定分類アクセス制限方式）

親権者の意思表明がされない場合に原則適用。ホワイトリスト方式（携帯電話事業者
提供リスト方式）よりも過度なアクセス制限の範囲が狭いため

②第三者機関の認定サイト及びカテゴリーの選択を反映したブラックリスト
方式

国が有害情報の判断をすることは「表現の自由」「通信の秘密」に影響を及ぼす恐れ
があるため。また、通信事業者が判断することは、通信事業の範囲を逸脱するため。
⇒第三者機関（EMA設立へ）

③利用者の選択肢を増やす施策：個別にサイトを利用できるカスタマイズ
機能の実装

⇒2009年1月から一部の携帯電話事業者がサービス開始

④既存契約者への原則化の時期：第三者機関及びキャリアの準備が整い
次第

⇒2008年夏から保護者への意思確認開始。2009年1月から各通信事業者が不要の意
思表示がない場合に適用開始
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中立性確保のための取組
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「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる
環境の整備に関する提言」 （総務省）
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第三者機関の在り方
検討の方向性
（１）現在の第三者機関に対する冷静な分析、評価を行うこと

現在の第三者機関の運用監視の実効性、認定基準の有効性は、認定サイトに起因する犯罪の存否、件数のみでなく、認定サイト
全体の総会員数からみた犯罪発生率等にも鑑みて、冷静に検討、評価されるべきである。
（２）「インターネット上の違法・有害情報への対応に関する検討会 中間取りまとめ」の趣旨を踏まえた検討を行うこと

第三者機関に望まれる事項等
第三者機関認定の実効性の向上
（１）現在の第三者機関認定の実効性
①平成22 年10 月警察庁発表についての分析

ＥＭＡ認定サイトに起因する犯罪が発生しているとの発表から、ただちにＥＭＡ認定につき実効性や信頼性がないとの結論を導くこ
とはできない。
②認定サイトに起因する犯罪発生に対する第三者機関の取組
第三者機関はその認定につき実効性、信頼性を高めるべく努力を行っていることが認められる。
（２）第三者機関認定の実効性の向上
抑止策の実効性と事業者の負担等について慎重に勘案した上で、第三者機関において自主的に決定されるべき

第三者機関の独立性の向上
（１）現在の第三者機関のガバナンス
現状においても第三者機関において、一定程度のガバナンスが確保されていると評価できる。
（２）第三者機関の独立性の維持、向上

監査的機能を有する部門において、第三者機関の活動を外部的な視点から確認し、場合によっては、第三者機関に対して助言や
是正勧告を行うしくみを整備することが、実効的な対策となる。
（３）第三者機関の透明性の向上
た自らの実効性向上の試みについて積極的に公開していくことは、保護者等フィルタリング利用者からのさらなる信頼性の獲得に
もつながる

第三者機関の認知度の向上
（１）第三者機関の現在の認知度
第三者機関の認定サイトについて正しく理解していない保護者がいるという報告からも、その認知度はなお十分とはいえない
（２）第三者機関の認知度の向上
自らの組織、活動を単に公表するのみならず、積極的に告知、広報していく取組が求められる。
「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備に関する提言～スマートフォン時代の青少年保護を目指して～ 」（総務省） 平成２３年10月
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審査・運用監視委員会

E M A 会 員 総 会

理事会

啓発・教育プ
ログラム部会

違法コンテンツ
対策部会

審査・
運用監視室

事務局

•正会員（賛助会員は議決権を有しない）

独立した３つの部門「理事会」、「基準策定委
員会」、「審査・運用監視委員会」によって構
成され、相互に独立して意思決定する。

委員はサイト運営事業に利害関係を有
しない第三者の有識者で構成

ＥＭＡの組織構成

運営部会

新技術対応
検討部会

• 策定された基準に基づきサイトの審査を行う。
• 認定後、基準に適合したサイト運営がされているか運用

監視を行う。
• 運用監視において、認定を受けたサイトに疑義の発生や

基準に不適合な状態になった場合、確認・指摘・是正・
一時停止・取消等の必要な措置を講じる。

• 構成員の1/2以上はサイト運営事業に利害関係を有
しない有識者で構成

• 各委員会の委員選任を行う。
• 予算・資金管理等の組織運営を行う。
• 代表理事から諮問委員会に諮問を行う
• 諮問委員会からの答申を受け、各委員会に答申内容

を提出する。

健全コミュニ
ティ検討WG

カテゴリー
基準検討WG

広告掲載基準
検討WG

表現系基準
検討WG

基準策定委員会
• ブラックリスト方式のアクセス制限対象カテゴリーの検討

を行う。
• 審査基準の策定を行う。
• 基準策定にあたりパブリックコメントを実施する。
• 基準策定にあたって、必要に応じて、WGを設置し検討案

の作成を要求する。

諮問委員会

・第三者機関としての基準策定、審査・認定・運用監視、
制度の周知等について「独立性」「透明性」「実効性」の
観点で代表理事からの諮問に応じ答申を行い、答申書は公
開する。

答申書
（公開）

審査・運用監視委員会及び理事会から
基準策定委員会に対し、基準検討を要
望する場合には、各組織にて決議の上、
基準策定委員会に対して、文書を以て
「検討依頼」を行う。基準策定委員会
は、依頼を受けた事項について、検討
の上、基準改定の要否を文書を以て回
答する。

パブリック
コメント

基準改定時
に意見募集
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委員はサイト運営事業に利害
関係を有しない第三者の有識

者で構成

代表理事
から諮問

答申書
（公開）

答申書
（公開）

制度融合
検討部会
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モバイルコンテンツ
運用管理体制認定制度の概要
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本認定制度について

モバイルコンテンツ運用管理体制認定制度とは

本認定制度は、青少年のフィルタリング利用を促進するため、既存フィルタリ
ングの改善活動の一環として、青少年の利用に配慮した運用管理体制を維持してい
るWebサイトやアプリケーションについて、特定分類アクセス制限方式のフィル
タリングの対象外する認定制度です。

Webサイト及びアプリケーションで提供される多様なサービスへの対応と、ス
マートフォン等への対応を可能とすることを目的として策定された認定制度であり、
本認定制度の認定基準に適合したWebサイト及びアプリケーションは認定範囲に
含まれることになり、携帯電話事業者が提供しているネットワーク型のフィルタリ
ングやアプリケーションフィルタリングにおいて反映されることになります。

認定後は十分な運用管理体制が
維持されているかを定期的に監視
を実施し、是正処置・認定取消を
含む適切な対処をなすことで、認
定の実効性を維持します。

Webサイトやアプリケーション全体

アクセス制限対象
フィルタリング設定することでアクセス不可となる
領域（フィルタリングを用いない場合、青少年を
保護する環境として不完全）。

アクセス制限対象外
フィルタリング設定による
アクセス制限を受けない
領域。

EMA認定のWebサイトやアプリケーション
EMAの基準を充足した運用管理体制のWebサイト
やアプリケーションとして認定を受けた場合には、
青少年の利用に一定の配慮がなされているとして、
フィルタリング設定後もアクセス可能となる。

11
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本認定基準について

モバイルコンテンツ運用管理体制認定基準の目的

本認定基準は、次の2つを目的として設定されています。

1. EMAが策定した本認定基準に適合した運用管理を行うことで、認定を
付与したWebサイト及びアプリケーションにおいて、青少年が利用す
る上で健全な利用環境が整備・維持されること。

2. EMAが、一般ユーザー等からのクレーム・問合せ・意見等を受け付け、
本認定基準策定へ適切に反映し、また認定を付与したWebサイト及び
アプリケーションの監視等を行うことで、当該Webサイト及びアプリ
ケーションの運用管理体制の健全性を適切に維持し、青少年がモバイ
ルコンテンツを健全に利用できる環境づくりを目指すこと。

※ EMAにおける審査は、当該Webサイト及びアプリケーションにおいて、青少年の利用に
ついて配慮した運用管理が実施されていることを審査するものであり、認定範囲内の
サービス等の内容そのものについて審査するものではありません。

12
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本認定基準について

オプション要求項目
（該当項目の有無により適用を判断）

基本要求項目

基本運用管理

広告掲載表現

投稿対応
第三者（サード
パーティ）提供
サービスの管理

認定基準（構成イメージ） 認定基準（要求25項目）

≪基本運用管理基準≫
（1）自主的改善のための運用管理プロセスの構築・維持
（2）利用規約の存在及び同意
（3）健全化に資する運用方針の明示
（4）サイト運用管理体制に関する専門意思決定機関の設置
（5）青少年利用を前提とした利用環境の整備（一部投稿対応基準を含む）
（6）ノウハウ共有制度の実施
（7）問合せ対応窓口の設置
（8）問合せ・通報対応手順
（9）ユーザー情報取得におけるプライバシーへの配慮
（10）FAQ 等の整備
（11）啓発・教育コンテンツの設置

≪表現基準 ≫
（12）青少年利用に配慮した自社表現基準

≪広告掲載基準 ≫
（13）青少年利用に配慮した広告掲載基準

≪投稿対応基準：投稿機能を有する場合≫
（14）青少年利用に配慮した投稿対応基準
（15）投稿ログの保存
（16）目視・システム抽出等によるサイト監視と問合せ・通報対応の実施
（17）サイトパトロール体制の構築・維持
（18）サイトパトロール体制における管理者の配置割合
（19）緊急を要する投稿への対応
（20）通報制度等の設置
（21）ユーザー及び利用機器の特定
（22）強制退会処分及び投稿禁止措置の整備と周知
（23）注意警告対応・ペナルティ制度の実施
（24）注意喚起と禁止事項の整備

≪第三者（サードパーティ）の提供するサービス等を有する場合≫
（25）第三者（サードパーティ）の提供するサービス等に関する管理

基
本
要
求
項
目

オ
プ
シ
ョ
ン
要
求
項
目

13
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本認定基準について

≪基本運用管理基準≫
（1） 自主的改善のための運用管理プロセスの構築・維持
（2） 利用規約の存在及び同意
（3） 健全化に資する運用方針の明示
（4） サイト運用管理体制に関する専門意思決定機関の設置
（5） 青少年利用を前提とした利用環境の整備 （一部投稿対応基準を含む）

≪表現基準 ≫
（6） 青少年利用に配慮した自社表現基準

≪広告掲載基準 ≫
（7） 青少年利用に配慮した広告掲載基準

≪投稿対応基準：投稿機能を有する場合≫
（8） 青少年利用に配慮した投稿対応基準

≪基本運用管理基準≫
（16） 問合せ対応窓口の設置
（17） 問合せ・通報対応手順
（18） ユーザー情報取得におけるプライバシーへの配慮 ※

≪基本運用管理基準≫
（9） ノウハウ共有制度の実施

≪投稿対応基準：投稿機能を有する場合≫
（10） 投稿ログの保存
（11） 目視・システム抽出等によるサイト監視と問合せ・通報対応の実施
（12） サイトパトロール体制の構築・維持
（13） サイトパトロール体制における管理者の配置割合
（14） 緊急を要する投稿への対応

≪投稿対応基準：投稿機能を有する場合≫
（19） 通報制度等の設置
（20） ユーザー及び利用機器の特定
（21） 強制退会処分及び投稿禁止措置の整備と周知
（22） 注意警告対応・ペナルティ制度の実施

運用体制

サイトパトロール体制

≪基本運用管理基準≫
（23） FAQ 等の整備
（24） 啓発・教育コンテンツの設置

≪第三者（サードパーティ）の提供するサービス等を有する場合≫
（15） 第三者（サードパーティ）の提供するサービス等に関する管理 ※

≪投稿対応基準：投稿機能を有する場合≫
（25） 注意喚起と禁止事項の整備

基
本
方
針

ユ
ー
ザ
ー
対
応

運
用
体
制

啓
発
・
教
育

認定基準（4分野）

認定基準は、青少年の利用を前提としたWebサイト及び
アプリケーションの運用管理体制構築のために欠かせな
い、4分野に亘る25件の要求項目から構成されます。
Webサイト及びアプリケーションの運用管理体制におけ
る重要な要素を「基本方針」、「運用体制」、「ユーザー対
応」及び「啓発・教育」の4分野に分類し、複合的な切り口
で審査を実施することにより、運用管理体制を評価します。
なお、審査の手順詳細については、認定基準に従い、
EMA審査・運用監視委員会において策定されます。

14
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審査の流れ
申請事業者EMA

申請書類 形式確認申請書類 形式確認

書類審査書類審査

総合判定総合判定

必要書類

本審査申請書類の受領本審査申請書類の受領

サイト及びアプリ調査サイト及びアプリ調査

実地調査・ヒアリング実地調査・ヒアリング

本
審
査
・
更
新
審
査

予
備
審
査

申請書類 形式確認申請書類 形式確認

確認・指摘通知

不備通知

審査業務開始申込書、
予備審査申請書類一式の受領

対応・回答書類

本審査申請書類一式

必要書類不備通知

是正要求通知 対応・回答書類

サイト及びアプリ調査サイト及びアプリ調査

確認・指摘通知 対応・回答書類書類審査書類審査

判定判定

審査業務開始申込書
予備審査申請書類一式

本審査結果通知書
（適合または不適合）

確認・指摘通知 対応・回答書類

予備審査結果通知書
（予備審査完了または不通過）

審査結果が適合の場合には、運用監視契約を締結し認定発表を行います。

■ 更新審査に予備審査はありません。
■ 予備審査の期間は1ヶ月程度、本審査・更新審査の期間は3ヶ月程度が目安です（審査状況により異なります）。

15
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第4回
定期レポート

運用監視の流れ

定期レポート（全4回）定期レポート（全4回）

定期的な運用監視定期的な運用監視

更新審査結果が適合の場合には、認定の更新となります。

●認定サイトの運用管理体制につ
いて、認定時からの状態を「定期
レポート」により確認。

●「定期レポート」の内容に基づ
く各種調査。

審査申請

更新
認定日

更新審査更新審査

●更新審査は、認定期間終了日の
3ヶ月前までに申請いただき、審
査を実施いたします。

更
新
審
査

認定期間全体を通して
実施する運用監視

認定期間全体を通して
実施する運用監視

●Webサイト及びアプリケーションの運用
管理体制が、モバイルコンテンツ運用管理
体制認定基準を充足しているか調査。

●ユーザーからの通報等の受付。

●各種追加・変更事項の確認。

認定日

認定期間
1ヶ月目

↓
3ヶ月目

更新審査申請書類の作成更新審査申請書類の作成

●認定期間を3ヶ月ごとに区切り、各期間にお
ける認定Webサイト及びアプリケーションの
運用管理の状況を所定の様式にて報告いただき
ます。

●認定期間10ヶ月目～12ヶ月目のレポート
（第4回定期レポート）の提出は13ヶ月目です
（認定を更新した場合、更新認定日の翌月にあ
たります）。

審査

運
用
監
視

認
定
期
間

1
年
間

アプリケーション追加運用監視（随時）アプリケーション追加運用監視（随時）

●既に認定を受けているアプリケーションがあ
る場合、運用監視期間中にアプリケーションの
追加を申請することができます。
（新規にアプリケーションの認定を希望する場
合、追加審査3のお申し込みが必要です。）

●所定の書類にて申請いただき、EMAの調査
で追加に懸念がないことが確認でき次第、アプ
リケーションを認定対象範囲に追加いたします。

●追加本数により、追加運用監視料金3のラン
クが変わり、差分の料金が発生いたします。

認定期間
4ヶ月目

↓
6ヶ月目

認定期間
7ヶ月目

↓
9ヶ月目

認定期間
10ヶ月目

↓
12ヶ月目

第1回
定期レポート

第2回
定期レポート

第3回
定期レポート

16
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第三者機関としての新たな取組
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コンテンツ評価・情報提供制度
現在EMAでは、スマートフォン上で提供されるアプリ（ex. App Store、Google Play等）のレーティ
ングに対して、EMAからアプリの評価情報の提供を進めている。

 喫緊の課題として、コミュニケーションアプリのID交換掲示板に関する評価を実施して提供。

→一部、特定アプリについて17+へのレイティング変更

 ID交換掲示板を対象した検証結果については、別途、報告書としてまとめ公開予定。

18

①有害情報の状況
情報の発信元が運営事業者であるか、ユーザで
あるかにかかわらず、以下の内容を中心として、
サービス内の有害情報の掲載状況を確認する。

• 犯罪、自殺を誘引する情報
• わいせつな描写、その他性欲を著しく刺激す

る情報
• 暴力等に関する陰惨な描写、その他著しく残

虐な内容の情報
• 青少年の健全な成長を阻害するおそれのあ

るサービス、商品の広告
• その他青少年の健全な成長を著しく阻害する

情報

②有害情報、および出会いに関連する情報
へのアクセシビリティ
情報がサービス内にあるか、サービス外にあるに
かかわらず、容易に有害情報にアクセスできる仕
様となっているか、また、出会いに繋がる情報
（連絡先など）を容易に収集できる仕様となってい
るかなど、情報へのアクセシビリティについて、青
少年の育成を阻害する恐れのある機能を提供し
ていないかを、以下の内容を中心に確認する。

• 面識のない異性との出会いに繋がる情報へ
のアクセシビリティ

• 犯罪への児童誘引に繋がる情報へのアクセ
シビリティ

• サイト外の有害情報へのアクセシビリティ

③青少年利用を前提とした利用環境の整備
状況
青少年の利用を前提とした利用環境の整備がな
されているかについて、EMA認定基準を元にした
項目を中心に、以下の内容を確認する。

• 対象年齢設定
• コミュニケーションに関するトラブル防止のた

めの禁止行為の設定、周知
• 禁止行為を行うユーザーに対するペナルティ

制度の有無
• ユーザー間のトラブルに関する情報提供窓口

の設置
• 会員制度がある場合、利用規約の存在と同

意
• 問合せ窓口の設置
• ヘルプ、FAQ等の整備
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コンテンツ評価・情報提供制度の概要案

例）App Storeの場合
Apple社の17+（成人向けレイティング）の概要
このアプリケーションを購入するには17才以上である必要があります。 このカテゴリのアプリケーション
には乱暴な言葉遣い、暴力的表現を含むアニメやファンタジーあるいはリアルな暴力的表現、成人向け
の内容、ホラー、露骨なテーマ、性的な内容、ヌード、アルコール、タバコ、ドラッグなどが頻繁に含まれて
いる可能性があるため、17才以下の子供に不適切と見なされることがあります。

警察庁
等

EMA Apple
等

販売店

学校・
PTA

家庭

EMAが基準を策定して
判断した17＋リストを
作成する。
・児童被害の多いサイト
・アダルト向けコンテンツ
が多いサイト 等々

EMAが提供したリスト
を利用してレイティング
を（4＋⇒17＋等）に
補正する

販売店（携帯電話、iPod
touch等販売店）、学校・
PTA、家庭において、青少年
保護施策を促進する。

・アクセス制限機能

・Webフィルタリング機能
認定制度を反映した利便性
あるフィルタリングによって
利用を促進する。

EMAがiOSにおける青
少年保護の推奨施策を
策定する。
・アプリ制限機能
・Webフィルタリング機
能（認定制度）
⇒Apple提供（iOS7)
⇒フィルタリング会社

提供

事業者・
利用者

児童被害の状況
や通報等から
情報を収集する。
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青少年インターネット利用環境
における現状の課題
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青少年保護の枠組みの変化
 総務大臣要請、青少年インターネット環境整備法は、民間の自
主的・主体的努力の枠組みの範囲で行われている

 スマートフォン等他種類の通信デバイスの登場により、

①フィルタリングの仕組みそのものが複雑になり、保護者による対
応が難しくなったこと、及び

②自主的取組みに積極的ではない事業者（法的根拠のない規制
に応じない事業者を含む）の数多い参入

などを理由とし、制度開始時のコンセンプトが大きく崩れていると
ともに、努力している一部の事業者に過大な負荷がかかる一方そ
れに見合うメリットがなく、さらに、青少年のインターネット環境が
整備されないという悪循環状況が生じている。

21
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フィルタリング利用の促進強化
 フィルタリングが必要なのは、青少年の行動範囲をその発達段階に応じたものにするためである。リアルの世界で

は、青少年の行動は、その発達段階に応じて広がっていく。インターネットの場合、いきなり世界かつ不特定多数に
対する行動が可能なのであるから、現実世界と同様の環境を確保するためにもフィルタリングは必須である。青少
年インターネット環境整備法が、青少年による青少年有害情報の閲覧機会を最小化する旨を規定しているのも、か
かる状況を鑑みたものである。

 内閣府調査やTCAの発表においても、フィルタリングの利用の減少は明らかであり、かつ、フィルタリングの利用の
有無すら「わからない」旨の回答率が増加している。さらには、スマートフォンにおいては、アプリの制限やWi-Fiに
対応したフィルタリングの利用率も著しく低い。

 上記のとおり、フィルタリングの必須性に鑑みれば、フィルタリングの利用の有無すら「分からない」ということは、保
護者が十分に青少年のネット利用を監督できていないということであり、保護者のリテラシーの欠如ともいえる。そ
のような場合にこそ、適切なフィルタリングが必要である。

 保護者の監督義務とは、保護者が自らの判断で、更なるインターネット利用を青少年に許容できること、及び、許容
した場合の監督義務を規定したものと考えるべきである。

 現状、フィルタリングの利用の有無について「分からない」と回答する保護者が増加していることから、フィルタリン
グの利用率を上げるためには普及啓発により保護者のリテラシー向上を、という意見があるが、本末転倒である。
「分からない」からこそ、適用すべき。保護者のリテラシーが向上すれば、自らの判断で、青少年の利用状況を監督
できる。

 保護者のリテラシー欠如によるデメリットを、自ら判断ができず、保護者を選べない未成年に負わせるべきではない。

22
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保護者啓発の役割
 青少年の発達段階に応じて、ネットの利用状況も変わっていくべきで

ある。成熟年齢になれば自ら行動の責任を負わなければならない。
 保護者啓発の目的は、いずれは青少年が賢くインターネットを利用

できるよう、青少年の発達に伴うインターネット利用環境を監督でき
るようにすることである。

 インターネット上の青少年保護は、「フィルタリング」「事業者の自主
的取組み」「保護者の監督」という３つの要素がそれぞれバランスを
もって機能すべきものである。フィルタリングの利用率が下がり、自
主的取組に積極的でない事業者によるサービスにより、保護者への
負担は著しく増大している。

 現実世界よりも広いインターネット上において、保護者が青少年のイ
ンターネット上の行動を監督することはフィルタリングが原則適用さ
れていない限り、不可能である。

 保護者の監督義務とは、青少年のインターネット利用による責任を
全て保護者が負うべき、という議論ではない。

23
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インターネット上の青少年のリスク
 インターネット上の青少年保護については、福祉犯被害の件数だけで議論さ

れがちであるが、青少年による不適切投稿やネットいじめ、ネットへの依存傾
向など様々な問題を抱えていることを改めて確認しておく必要がある

 上記のような問題は、青少年の発達段階と行動範囲がマッチしていないことに
より生じている点を看過してはならない。しかも、情報化社会においては、行
動によって課される事実上のペナルティが過大であり、青少年の健全な成長
を妨げる結果となる（一生、ネット上で情報が拡散されることになりかねない）。

 一方で青少年の福祉犯被害は、全体として減少傾向にあるにも係らず、イン
ターネット、特にコミュニティ機能を有したサービスに起因したものは過去最高
の件数になっている

 インターネット利用における自己責任は、行為者が自ら責任を負えるだけ成熟
していることが必要である。そもそも未成熟であるが故に保護の対象とされて
いる青少年には、このような自己責任は妥当しない。また、フィルタリングなく
しては、保護者が青少年のインターネット上の行動を監督しきれない点も、既
に述べたとおりである。
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携帯電話以外の機器への対応
 青少年インターネット環境整備法の最大の目的は、青少年のイ
ンターネット環境の整備である。とすれば、青少年の利用環境
に応じた対策が考えられるべきである。

 スマートフォンの登場と前後して、電話機器以外の携帯端末に
よっても容易にインターネットに接続でき、青少年の利用が増加
している。

 実際に、例えば、青少年の福祉犯被害についていえば、他の携
帯端末を利用した場合の被害数が増加傾向である。

 青少年インターネット環境整備法の趣旨からすれば、機器ベー
スではなく、青少年の利用実態に応じた対策をすべきである。

 早急に青少年の利用環境に応じた対策を検討すべきである。
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新たな時代における第三者機関の機能
利用者にとっては複雑化するインターネット環境にお
いて、適切な情報提供及び意見表明を行う機関が必
要である（これは保護者のリテラシーが不足している
現状からも明らかである）。利用者を代表して、必要
な行動ができるより公益的な機能が必要。

インターネットは既に通信インフラとして社会に定着し
ていることから、その公益的な機能は、純粋な市場環
境とはなじまないため、その機能の実効性を担保す
るための根拠が必要である。
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ご清聴ありがとうございました。


